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現在、都市ストックに劣化が見られ、これについての更新が必要であり、加
え て経済 の安 定 成 長 期を迎 えており都市再生 の観点 からも 都市開発プロジェ
ク ト の 促 進 が 都 市 経 営 の 重 要 な テ ー マ に 位 置 づ け ら れ て い る 。  
著者はこのような研究の必要性に対し、都市開発型 プロジェクトとして「特
色のある用途・施設内容、充分な規模、開発の波及効果」のいずれかを持つ大
型プロジェクトに着目し、その促進方策について民間開発者に注目し研究を展
開 し て い る 。  
 
 本論分は序 として（１～２章）、本論として（３～６章 ）及び終章（要約）
に よ り 構 成 さ れ て い る 。  
 
第 １章で は都市開発型 プロジェクト を都市発展へ の影響 から① 更新② 転換
③拡大④創造に類型化したうえで、民間開発者からの評価をもとにその解析の
必 要 性 を 提 起 し 、 研 究 の 背 景 を 適 切 に 示 し て い る 。  
 
第２章では既往研究を広くレビューし研究課題を位置づけている。本研究は
既往研究の少ない民間開発者に注目し、これに都市開発型 プロジェクト促進に
向け経営学の観点を導入し開発推進と利用の両面から分析を行っている。民間
の分析手法は民間の変化動向の背景と理由の把握に向けヒアリング手法（アン
ケ ー ト を 含 む ） を 用 い る と し て い る 。  
 
第３章ではプロジェクト推進にかかわる民間を「民間開発者」と定義し、開
発の段階によりディベロッパー（開発者）、オペレーター（運営者）、インベス
ター(投資家 )の３者に分類している。大手企業の中枢担当者に対するヒアリン
グ 調査により 経営情報を入 手し経 営 方 針と不動産開発方針変化 の分析 を行っ
ている。民間開発者について開発機能の低下及び役割の分化と機能の特化にあ
わせ、今後 の再編の必要性を指摘している。 民間開発者の プ ロ ジ ェ ク ト評 価が
投 資 回 収 期 間の短 期 化とリ ス ク を見 込んだ 利回りに 移行し て い る こ と を 明ら か に
している。 
 
第４章ではプロジェクト推進（供給面）について分析を行っている。都市開
発型プロジェクトの代表例に①地方都心空洞化対応、②大都市圏郊外オフィス
パーク開発、③大都市圏都心部大型再開発を採り上げている。都市開発型プロ
ジェクト を大都市都心部の オフィス開 発と比 較した 民間開発者 の評価 からそ
の特性を導き出している。その結果、都市開発型プロジェクトは大都市都心部
のオフィス開 発と比較し低いリターン（利回 り）と高いリスクの特性の た め、
推 進には 民間開発者 と協調 して開 発に 関わる 公共と コミュニティの関 与が必
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要であることを明らかにしている。民間開発者の都市開発型プロジェクトは開
発・運営・売却の 3つの段階に区分しリスクが整理されること、及びリスクを
「立地創造」、「 複雑性」、「 開発段階の長期化」に類型化できることを解明して
い る 。  
 
第５章では推進方策の立案に向け、都市開発型プロジェクトの更新型に相当
する東京での敷地 2ha程度の大型都心再開発を「都心更新プロジェクト」と定
義し民間開発者からの評価（ヒアリングとアンケート）を詳細に分析している。
都心更新プロジェクトの推進についてリスクと利回りの用途別、開発段階別の
分析が有効であることを解明している。更に対応方策をプロジェクトの内部性
（企画、開発手法）と外部性（関連制度、協力体制）の両面に着目し対応方策
を導いている。開発推進の方針を示す複雑性軸と市場性軸および効用によるモ
デルを構築し、民間開発者の開発への誘導を図る３つの方策について述べてい
る。第１に複雑性の低減方策として開発段階のリスク低下があり、地権者、オ
ペレーター、インベスターとのリスク負担による開発共同化と開発見直しオプ
ションの設定 の有効性を明らかにしている。 第２に市場性の向上方策と し て、
TIF（税収増分による開発資金補助）、公的補助等の必要性について言及してい
る。第３に複雑性低減と市場性向上の双方への対応方策として分棟化による容
積移転方式が柔軟性確保、利回り調整、用途複合効果の活用の面から有効であ
ると結論づけ新しい開発手法を提示している。その実現のために複合開発内部
での用途・容積の移転及び段階的開発に関する法整備の必要性を指摘している。
今 後の課 題として不動産証券化の 活用 と複合施設管理専門能力 の育成 の必要
性 を 指 摘 し て い る 。  
 
第６章では開発プロジェクトの利用(需要面)からの分析を行っている。企業
本社の移転を民間の経営判断の事例として着目し、ヒアリングにより経営情報
を入手し分析している。分析の単位として、東京都心部の業務集積地域を更に
細分化した地区でのオフィス集積を「オフィスセンター」と定義し、企業本社
の移転の原因と目標の分析の結果、オフィスセンターは財務軸と効率軸および
効用によるモデルにより位置づけがなされること、モデルの活用により企業の
移転動向やオフィスセンターの比較優位を解明している。更に財務軸と効率軸
による効 用が 他のオフィスセンターに 比して 高いオフィスセンターは 既存の
オフィスセンターからの企業移転 を誘 発することから効用 と い う尺度 による
利用の選好性を明らかにしている。最後に開発と需要の循環として、新規開発
は新規需要を引き起こし更に新規開発を誘発するメカニズム を解明している。 
 
本論のまとめとして、経済変動を受け開発手法と民間の役割・機能の変化を
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指摘し都市開発型プロジェクト促進に向け法整備・開発手法整備と公共・コミ
ュニティとの協調に新しい手法の導入の必要性を明らかにしている。開発（供
給）と利用（需要）両面による分析から都市経営に有効で民間開発者からの高
い評価が見込まれる都市開発型プロジェクトを選別し、その上で事業の推進に
むけた補助・協調を重点的に図るという経営学的な方策が有効であることを解
明している。さらに民間開発者への開発期待があるが、民間開発者のみでは開
発 の偏 在 化が 進む懸 念が あ り民間 の有 効活用 には政策的な 開発 の分散化政策
が あ わ せ て 必 要 で あ る と 結 論 付 づ け て い る 。  
 
 終 章 は 各 章 の ま と め で あ る 。  
 
以上、著者は都市開発型プロジェクトに着目し、民間開発者の動向、特性を
独自の手法により調査分析し、開発推進（供給面）と利用（需要面）の関連づ
けを鮮やかに解明している。これにより都市開発に寄与する都市開発型プロジ
ェクトに つ い て民間開発者 からの 評価 を客 観 的に分 析し促 進 方 策の立 案に理
論 的 根 拠 を 与 え る こ と に 成 功 し て い る 。  
著 者は長 年にわたる都 市 開 発 型プロジェクトの実務経験 を基に 経営学的観
点を導入した都市計画の新しい分野を拓くものであり、著者の業績は都市計画
学 に 対 す る 貢 献 大 と し 博 士 （ 工 学 ） に ふ さ わ し い も の と 認 め る 。  
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